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近畿２府４県の建設工事現場などに対し 

 立入調査を実施します 
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平成 30年 11月 29日 

≪立入調査≫ 
□ 期間：平成３０年１２月３日～２７日 
□ 対象：近畿２府４県の建設工事現場 

本年１０月末日現在の建設業の労働災害による死亡者数は、 
◆ 近畿２府４県で４０人と昨年同時期と比較して１人減少 
◆ しかし、大阪府では２１人と昨年の同時期に比べ６人増（４割増） 
すでに平成２９年１年間の発生件数２０人を超えている 

大阪労働局（局長 井上 真）では「リスク“ゼロ”大阪推進運動」を展開し、ゼロ災害を目指

す取組を進めていたところですが、建設業においては、台風２１号の復旧工事による墜落災害が急

増し、１０月２３日に大阪労働局長が「緊急事態宣言」を発令したところです。  
近畿２府４県においても和歌山県や大阪府では台風２１号等の復旧工事が続き、新名神高速道路

建設工事が滋賀県や京都府で本格化していくことが予定されています。 
このため、これから年末年始を迎えるにあたり、死亡災害が発生しないよう、各建設工事現場に

おいて墜落・転落災害の防止等安全措置を徹底させるため、本年１２月３日から２７日までの間、

近畿２府４県の全労働基準監督署が一斉に立入調査を実施します。 


